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１．

はじめに

　１９８０年代になり深刻化した自動車，家電産業をはじめとする貿易摩擦をめぐ

って ，日本企業 ・政府が現在進めている経済構造調整諸政策の内容を評価する

ための実証的な試みか様 々な角度から行われている 。この問題を主要な経済諸

変数間の相互連関を考慮して検討するためには，単に各産業に関する日本国

内・ 国外の諸政策とその対応を検討するだけでなく ，１９８５年のプラザ合意以降

急速にな った日本企業の海外事業活動の状況をも含めた数量的な考察が必要で

ある 。

　本稿の目的は，筆者等が共同で開発した産業別直接投資行動を含む日本経済

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
マクロ 計量モテルの国内経済部門の内容とその推定結果を提示することにある 。

われわれのモデルは国内経済部門と国際経済部門に大別しうるが，以下２のモ

デルの枠組では，国内経済部門の諸特徴について述べることにする 。そして ，

主要な構造方程式の推定結果については，３で他の主要なマクロ 計量モデルと

　　　　　　　　　　２）
比較しながら検討を行う 。

（４３１）



６０　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３９巻 ・第４号）

　１）本稿における研究は，帝塚山大学経済学部斎藤光雄教授か主宰される研究会で

　　の数回にわたる報告内容にもとづいている 。本モデルの内容を作成するにあたり

　　斎藤教授はじめ研究会のメンバー の方 々には数多くの貴重な コメントをいただい

　　た。記して感謝の意を表したい。いうまでもなく ，ありうべき誤謬は筆者の責任

　　である 。

　２）国際経済部門の詳細な内容と推定結果については，稲葉 ・森川（１９９２）参照
。

２． モデルの枠組

　２－１　モテルの基本的特徴

　われわれのモデルの標本期間は１９６５－８６年で，約３００本の構造方程式，需給均

衡式，定義式からなるケイノスタイプのオープソモテルである 。産業分類は ，

分析目的にしたがい，表１のごとく農林漁業，鉱業，製造業部門（軽工業，重

工業素材型１ ，重工業素材型２ ，重工業加工型），商業，およびその他の産業から

なる 。産業分類は，「国民経済計算年報」特殊分類表にしたが っているが，そ

の主たる理由は製造業の直接投資を貿易摩擦との関連で考察することにある 。

表１　産業分類（８産業）番号

農林漁業 １

鉱 業 ２

製 造 業

軽 工 業 ３ （パルプ ・紙，窯業 ・土石，食料品，繊維，その他製造業）

重 工 業素材型１ ４ （化学，石油 ・石炭製品）

素材型２ ５ （一次金属，金属製品）

加工型 ６ （一般機械，電気機械，輸送機械，精密機械）

商 業 ７

そ の　他 ８ （サ ービス ，その他）

庄）その他の産業は外生

　２－２　モテルのフローチャートと国内部門の経済諸決定

　第２－１図は，われわれのモデルのフローチャートを示している 。モデルは

大きく国内経済部門，国際経済部門に大別しうる 。輸出入をはじめとする国際

（４３２）
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　６２　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３９巻 ・第４号）

収支に関わる諸変数は，国際収支ブ Ｐヅクとして分類されているが，国際経済

部門に含まれ，本稿の議論の対象外である。国際経済部門は，この他に世界貿

易数量及び世界輸出価格からなる世界経済ブ ロックと直接投資 ・生産プ ロック

を含んでいる 。

　本稿の考察の対象となる国内経済部門におげる経済主体は，家計，企業，政

府からなるが，政府部門の経済諸変数は外生として取り扱われている 。

　（１）家計部門 ・企業部門の行動

　家計部門の決定諸変数は，実質最終消費支出，実質住宅消費支出からなる 。

実質最終消費支出は，実質可処分所得，過去の消費によっ て説明される 。実質

住宅消費支出は，実質可処分所得の伸び率，貸出金利，過去の住宅投資の水準

によっ て説明される 。

　国際経済部門に含まれる輸出入，海外直接投資等の諸変数を除くと ，企業部

門の主要な諸決定変数は実質民間設備投資，雇用，生産物価格である 。これら

の諸変数を説明する変数については次節で言及されるが，産業活動別に推定が

行なわれる 。ただし，企業の在庫決定については外生変数として扱われている 。

このほか家計及び企業の行動結果として労働市場において貨幣賃金が決定され

る。

　（２）モデルの相互連関

　国内経済部門の相互連関を確かめるために，最終需要項目のいずれかが増加

したとしよう（例えぱ輸出が外生的な要因で増加）。 われわれのモデルでは以下の

ような波及経路が考えられる 。

　１）生産に必要な中間需要を一定比率増加させ，中間需要と最終需要の合計

である産業別総需要を増加させる 。

　２）われわれのモテルは需要決定型であるから ，産業別総需要増加にみあう

総供給（すたわち総産出額）が増加する 。

　３）総産出額の増加と前期末資本ストックにより稼働率が決定される 。

　４）稼働率の上昇は，企業の主要な決定である雇用（労働需要），設備投資 ，

生産価格を増加させる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（４３４）
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　５）雇用の増加は，失業率の減少 ・有効求人倍率の上昇を通じて貨幣賃金率

を上昇させる効果を持つ。生産価格増加は，実質賃金を抑制させるならば雇用

を増加させる要因となる 。

　６）総産出額の増加は，付加価値の増加をもたらし営業余剰，雇用者所得を

増加させる 。

　７）営業余剰の増加は設備投資を増加させ，雇用者所得の増加は消費支出 ，

住宅投資を増加させる 。

　以上の景気拡大効果は１）に戻りさらに波及することになるが，生産価格の

上昇，貨幣賃金の上昇は，各産業の最終生産物価格の上昇を引き起こし，最終

需要を抑制する作用を持つ。また，総供給額の増加は輸入の拡大により ，最終

需要の減少効果となる 。

　３　モテルの推定結果

　構造方程式の推定結果は付表に掲げているが，最終需要ブ ロック（実質国民

総支出），価格ブ ロック ，名目生産 ・付加価値ブ ロッ ク， 労働ブ ロックに分け
　　１）
られる 。推定結果のうち，日本企業の海外直接投資行動を説明するという分析

目的と重要な関連を持つ主要な構造方程式（設備投資，雇用決定，価格決定，賃金

決定）の諸結果について ，検討することにしよう 。

　３－１　設備投資

　企業の設備投資決定方程式は，資本の成長率，すなわち民間設備投資 フロー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
と期首の資本 ストックとの比率を被説明変数としている 。設備投資のフロー そ

れ自体を被説明変数とするタイプの関数についても１ｏｇ雅式を始めさまざまな

推定を試みたが，期首の資本 ストックを説明変数にした場合には多重共線関係

の存在により ，他の説明変数の係数が符号条件を満足しないか，きわめて有意

性の低い結果しか得ることができなか った。本モデルで採用した関数型のもと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
での説明変数は，稼働率（実質産出額／期首の資本ストッ ク），収益率（営業余剰プ

ラス 固定資本減耗／期首の資本 ストック），および前期資本 ストックの増加率など

　　　　　　　　　　　　　　　　（４３５）



　６４　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３９巻 ・第４号）

である 。なお，上記の収益率変数の代わりに，収益率を貸し出し金利で除した

トービンのｑの代理変数とみなしうる変数を説明変数とした場合の推定も試み

た。 また，第一次石油 ！ヨソ クを経験した１９７３年以降の設備投資行動に顕著な

構造変化が確認しうる産業については，構造変化ダミーを説明変数として付げ

加えた 。

　第３－１ａ表， 及び第３－１ｂ表において採用式を＊印で示したが，係数推定

値の下欄の括弧内の数値はｔ 検定等計量，ＲＨＯは コクレン ・オーカ ヅト法に

よる一次の相関係数，Ｒ２は自由度調整済みの決定係数，ＤＷはダービンワト

ソン比をあらわす。農林漁業，鉱業，軽工業，商業等の産業では，トービンの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
ｑ変数によるほうがよりよい推定結果をもたらしていると考えられる 。

　採用式を産業間で比較すると ，農林漁業，軽工業では前期の資本成長率の係

数推定値が高く ，調整が遅く行われると考えられる 。それに対して ，鉱業，素

材型１ ，加工型では調整が比較的速いという結果にな っている 。

　　　　　　　表３－１８　設備投資関数
（収益率を説明変数とした場合，標本期間 ：１９６６－８６，ただし５は１９６７－８６）

戸 宇 ６
ダミー

ｏ

稼働率 利潤率 前期の投資 定数項
ＲＨ０ Ｒ２

ＤＷ

１ ０． ０３８ ０． ８１０ ０． ９３０ ２． ４４

（４ ．１５） （１８ ．５）

２ ０． ２９１ Ｏ． ４９１ 一０．０１９ ０． ９３１ １． ２３

（５ ．１４） （４ ．７３） （一２ ．０９）

３ ０． ３１７ ０． ４２３ 一０１０１７ ０． ４２１ ０． ８３７ ２． ０２

（３ ．５１） （２ ．９１） （一１ ．２０）

４ぐ ０． ０５４ ０． １７０ 一〇．０２７ 一〇．６１０ ０． ９１１ １． ８６

（６ ．６７） （１ ．３７） （一２ ．３２） （一４ ．５２）

５“ ０． ０９０ ０． ３２７ 一〇．０７９ 一０．０３２ Ｏ． ６１７ Ｏ． ８３１ １． ８５

（５ ．５０） （３ ．５１） （一３ ．２２） （一３ ．２４）

６“ ０． ０９８ ０， ３１５＃ Ｏ． １６９ 一０．１８２ ０． ８９２ ０． ９７

（４ ．００） （３ ．５７） （１ ．５８） （一３ ．７４）

７ Ｏ． ０４１ ０． ５７３ 一０．０１３ ０． ８５１ ２． ０７

（３ ．９３） （４ ．７０
・）

（一０ ．８７）

推計式　ＩＦ（ｉ）／ＫＩＦ（ｉ）二１：” 十戸ＤＧＮ（ｉ）／Ｐｘ（ｉ）＊１００／ＫＩＦ（ｉ）＿１

　　　　　　　　　 ＋宇１ＢＳＰ（ｉ）十ＤＰ（ｉ）１／ＰＸ（ｉ）＊１００／ＫＩＦ（ｉ）＿１＋６ＩＦ（ｉ）＿１ ／ＫＩＦ（ｉ）＿２

注）ＲＨ０ ：１次の系列相関を仮定したときの コクレソ＝オーカ ット法による計数

　　ダミー： １９７２－１９７３：１　０ｔｈｅｒｓ＝Ｏ（素材型１ ，素材型２），１９７３以降 ＝１　　０ｔｈｅｒｓ＝Ｏ（その他）

　　＃ ：前期の変数

（４３６）
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　　　　　　表３－１ｂ　設備投資関数
（トービンのｑを説明変数とした場合，漂本期間 ：１９６６－８６）

戸 つ！

６
ダミー

ｏ

稼働率 利潤／金利 前期の投資 定数項
Ｒ２

ＤＷ

ド Ｏ． ００４９ ０． ８３１ Ｏ． ９３５

（４ ．４１）

２． ５５

（２２ ，６）

２箏 ０． ０７２ ０． １９４ 一０．３７３ Ｏ． ８７８

（６ ．６０）

１． ７６

（１ ．５４） （一６ ．４１）

３箏 Ｏ． ０１５ ０． ５６８ 一０ ．００８ ０． ９３４

（４ ．９７）

１． ７７

（６ ．０２） （一１ ．０７）

４ Ｏ． ０６５ Ｏ， ７３０ 一０ ．０３１ ０． ８４６

（２ ．１５）

１． ７１

（５ １８９） （一１ ．８２）

５ ０． ００４ ０． ８８３ Ｏ． ７９４ ０． ８９

（０ ．６０） （６ ．１６）

６ Ｏ． ０９６ Ｏ． ０２０ ０． ２７４ 一０．１６５

（２ ．４３）

０． ８３２ １． ２２

（１ ．４４） （１ ．８８） （一２ ．６２）

７箏 Ｏ． ０６５ ０． ６７８ 一〇 ．００２ ０． ８４３

（３ ．７１）

２． ２５

（６ ．１８） （一０ ．１５）

推計式　ＩＦ（ｉ）／ＫＩＦ（ｉ）＿１＝０ ＋戸ＤＧＮ（ｉ）／ＰＸ（ｉ）＊１００／ＫＩＦ（ｉ）＿１

　　　　　　　　　 ＋川ＢｓＰ（ｉ）十ＤＰ（ｉ）１／Ｐｘ（ｉ）＊１００／ＫＩＦ（ｉ）一１／ＩＲＬ＋６ＩＦ（ｉ）一１ ／ＫＩＦ（ｉ）＿２

注）　１）　ダミー　：１９６７－１９７２＝０　０ｔｈｅｒｓ＝１

　　２）　３では稼働率，トービンｑの符号条件をともに満足したが，稼働率の有意性が低か った

　３－２　雇用決定

　設備投資関数と同様に就業考数を前期の資本 ストソ クて除したものを被説明

変数としている 。この関数型と類似する方式が計量委員会第７次報告（以下

「７次報告」と略記）の雇用関数において，製造業及び商業について採用されて
　５）
いる 。われわれのモデルにおいても計量委員会第８次報告（以下「８次報告」と

略記）と同様の就業者数自体を被説明変数とするタイプの関数についても推計

を試みたものの，符号条件を満たしたのは軽工業と機械の２産業にすぎず，明

らかに採用式の関数型の方がよい推定結果を得た 。

　雇用関数を説明する変数としては稼働率（実質生産額／前期の資本 ストック）
，

一人当りの実質賃金額，前期の雇用 ・資本 ストック比率などである 。推定結果

は表３－２に示しているか，稼働率の係数推定値は全ての産業において有意性

が高い。実質賃金の係数推定値は，農林漁業において符合条件を満足せず，鉱

業，一次金属において ，有思性か低か った。農林漁業てはほとんとか個人業種

であるため，実質賃金の動向には影響を受げないと考えられる 。鉱業，一次金

属では，前期の雇用 ・資本 ストックを説明変数としない場合には，実質賃金の

　　　　　　　　　　　　　　　　（４３７）
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表３－２　雇用関数の推定結果

宇 宇 ６ ｏ

稼働率 実質賃金率 前期の雇用 定数項
ダミー

Ｒ２／ＤＷ

１ ０． ０２６ ０． ５０８ 一０．００２ ０． ９０４

（２ ．７３） （４ ．６０） （一１ ．３０） ／２ ．４０

２ ０． ００２ 一０
，００３＃ ０． ７２４ Ｏ． ０００４ Ｏ． ９６４

（１ ．０７） （一０ ．８２） （７ ．９６） （Ｏ ．２９） ／２ ．１９

３ ０． ００５ 一０．０２０ ０． ４８３ Ｏ． ００４ ０． ９９７

（４ ．７７） （一３ ．３２） （７ ．５７） （１ ．７３） ／２ ．５２

４ ０． ００１ 一０．００１ ０． ６０３ 一０．００００２ ０． ９８７

（２ ．１５） （一１ ．２１） （６ ．３１） （一０ ．０６） ／１ ．２７

５ Ｏ． ００１ 一０ ．００１ Ｏ． ６５３ 一０．ＯＯ００５ Ｏ． Ｏ００３ ０． ９９８

（４ ．６３） （一〇 ．６９） （２５ １７） （一〇 ．０８） （２ ．６８） ／０ ．７７

６ ０． ００４ 一０．０２３ ０． ５５０ ０． Ｏ０５ ０． ９９３

（４ ．８４） （一４ ．９８） （８ ．９３） （２ ．３６） ／１ ．９４

７
Ｏ． Ｏ０７ 一０１０５１ ０． ５５４ ０． ０１４ Ｏ． ９９９

（４ ．１１） （一４ ．５５） （９ ．４３） （４ ．３３） ／１ ．２４

推定式　ｘＬ（ｉ）／ＫＩＦ（ｉ）＿１＝” 十戸ＤＧＮ（ｉ）／１Ｐｘ（ｉ）＊ＫＩＦ（ｉ）＿１ｌ

　　　　　　　　　　＋宇ＷＥＭ（ｉ）／１ＰＸ（ｉ）＊ＥＭ（ｉ）１＋６ＸＬ（ｉ）一１／ＫＩＦ（ｉ）一２

　　　ＸＬ（ｉ） ：就業者数　　ＷＥＭ（ｉ） ：雇用者所得　　ＥＭ（ｉ） ：雇用者数

　タ 、一　１９７３－１９７４＝１　　Ｏｔｈｅｒｓ－０

係数推定値か有意であ ったことから多重共線関係の存在によるものと考えられ

る。 また，一次金属については，ダミー 変数を説明変数として付加している 。

　推定結果全体について，「８次報告」の就業者関数と比較すると ，相対的に

稼働率変数の方が実質賃金率変数よりも説明力を有している。「８次報告」で

は稼働率変数の他に実質生産額か説明変数として採用され，しかも係数推定値

の有意性がどの業種においても高い。その結果として「８次報告」の就業者関

数において稼働率変数の影響力が小さくな ったのかもしれない 。

　３－３　価格決定（生産物価格）

　生産物価格決定は，生産費用にマークァッ プ率を掛け合わせて行われるとい

う「８次報告」と基本的には同様な考え方を採用している 。ただし ，「８次報

告」では，生産者価格指数を被説明変数として

　生産者価格指数＝ｆ（中間材投入価格指数，労働費用，資本費用，稼働率）とい

う定式化を行っているのに対して，われわれのモテルでは，価格決定方程式は ，

生産者価格数から中間材投入価格指数を除したいわゆる付加価値へ一 刈こ対応

　　　　　　　　　　　　　　　　（４３８）
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するものを被説明変数とし ，労働費用，資本費用，稼働率（需給要因）および

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
７３，７９年以降の構造変化をあらわすダミー 変数等によっ て推定を行 っている 。

「８次報告」と同様な定式化も試みたが，説明変数間の多重共線関係の可能性

により符号条件を満足する結果が得られなか った 。

　表３－３の推定結果より ，労働費用の係数推定値は労働集約的な農林漁業 ，

軽工業，商業及ぴ機械においてその有思性か高い。資本費用の係数推定値か有

意なのは鉱業，機械，商業で，軽工業においては係数の符号条件を満足しなか

った。「８次報告」の価格決定方程式において労働費用が説明変数として採用

されているのは軽工業，素材型１ ，商業であり ，資本費用が説明変数として採

用されているのは鉱業，軽工業，素材型１である 。

　需給要因をあらわす稼働率の係数推定値は，本モテルでは農林漁業，軽工業 ，

機械でその有意性が高い。それに対して ，「８次報告」では比較対象となる全

ての業種において需給要因が説明変数として採用され，商業を除いてその有意
　　　　７）
性が高い。本 モデルの価格決定方程式では，「８次報告」のそれと比較して相

　　　　　　　　　　表３－３　価格決定方程式の推定結果
　　　　　　　　　　　（漂本期間１９６６－１９８６，３，４は１９６８－１９８６）

戸 宇 ６
ダミー１ ダミー２

”

労働費用 資本費用 稼働率 定数項
ＲＨＯ Ｒ２／ＤＷ

１ ０． ６６１ ０． ３１２ Ｏ． ２５３ ５． ５２３ Ｏ． ９９１

（７ ．１３） （３ ．４７） （６ ，５７） （１７ ．１） ／１ ．５３

２ Ｏ． １６７ ０． ４９１ ０． ３０９ Ｏ． ２２５ ５． ３４４ ０． ９３３

（１ ．１５） （５ ．２１） （１ ．２０） （４ ．０６） （２４ ．１） ／１ ．４７

３
１． ００４ ０， ２５５＃ ５． ０７９ ０． ７５８ ０． ９９５

（１１ ．８） （１ ．９３） （４６ ．６） ／１ ．５８

４ ０． ５６０ ０， １６２＃ ５． １４０ Ｏ． ５６４ ０． ８５９

（１ ．８７） （Ｏ ．７７） （１０ ，０） ／１ ．７４

５ ０． ７０５ ０． １９５ Ｏ． ３３５ ０． ０９０ ５． １２６ ０． ９１９

（１ ．６２） （１ ．１８） （０ ．７２） （１ ．４６） （９ １９６） ／１ ．０１

６ Ｏ． ４８７ ０． １０７ ０． ２６０ 一０．０４５ ４． ４９７ ０． ９６６

（７ ．４０） （２ ．１６） （３ ．３０） （一２ ．６９） （５１ ．３） ／１ ．８２

７ ０． ６４５ ０． １４７ ０． １１９ ０． ０２８ ５． ２１６ ０． ９９７

（９ ．７１） （４ ．０９） （１ ．２９） （１ ．９９） （６７ ．８） ／２ ．２８

推定式　ＬｎｌＰＸ（ｉ）卜ｖＵ（ｉ）／ＤＧＲ（ｉ）＊１００１ト ０＋戸Ｌｎ（ｗＥＭ（ｉ）／ＤＧＲ（ｉ））

　　　　十宇Ｌｎ圧（ＰＩＰ／１００）＊（ＩＲＬ／１００）＊ＫＩＦ（ｉ）＿１ ／ＤＧＲ（ｉ）】十Ｌｎ（ＤＧＲ（ｉ）／ＫＩＦ（ｉ）＿１ ）

　　　ＶＵ（ｉ） ：中間投入額　　　　　　ＤＧＲ（ｉ） ：産出額（実質）

　　　ＩＲＬ ：全国銀行約定平均金利　　ＰＩＰ ：投資財デ フレータ

　　　ダミー１ ：１９７３以降 ＝１　０ｔｈｅｒｓ＝Ｏ

　　　ダミー２ ：１９７９以降 ：１　０ｔｈｅｒｓ＝Ｏ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４３９）
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対的に労働費用 ・資本費用等の費用要因が需給要因よりも説明力を持っている

ように思われるが，「８次報告」の価格決定方程式において，費用項目である

中間投入価格を説明変数として付加していることか推定結果に違いを与えてい

るように思われる 。

　この生産者価格指数は，モテルにおいて各最終需要テフレータを説明してい

る。

　３－４　賃金決定

　産業別の賃金決定方式は，１９７０年代を通じて鉄鋼業が春闘相場を引 っ張り ，

他の産業がこれに追随するというパター：■てあ った。この事実に依拠し，計量

委員会第６次報告，ｒ７次報告」ではフィリッ プス＝リプシー 仮説を基本にし

てまず一次金属の賃金決定式を決められ，他の産業の賃金相場は一次金属の賃

金相場を参考にしなから各産業の一次金属との相対労働生産性によっ て決めら

れるという定式化を行 っている 。１９８０年に入り自動車産業を中心とした春闘相

場が形成されつつあり ，近年では情報関連産業も影響を及ぽしつつある 。「８

次報告」では，モデルの標本期間（１９７０－１９８４）を考慮し一次金属，機械産業を

キーインダストリーとして賃金決定方程式を推定している 。

　本モテルでは，賃金決定をめくる状況と計量委員会での分析を踏まえなから

も各産業の賃金はそれぞれ前年度の消費者物価，自産業の労働生産性，労働市

場の需給状況をあらわす有効求人倍率によっ て決められるとして推定を行 った 。

ただし，鉱業の賃金相場は一次金属の賃金相場を参考にしながら決められると

いう定式化を行っている 。採用式において，消費者物価指数の係数推定値はか

なり高いように思われる 。「８次報告」の一次金属と機械については，消費者

物価指数の係数推定値か本モテルと比較可能であるか，一次金属か０５８１，機

械が０，５４６とな っている 。「８次報告」が半期データによるモデルで本モデルが

年デ ータによるモデルであることとラグ構造が異なることを除くと本 モデルの

標本期間が１９８５－８６年の２年間長い点が異なる点である 。特に，１９８６年は消費

者物価の対前年上昇率がＯ．６％と極めて低くなり ，この事実が推定結果に影響

　　　　　　　　　　　　　　　　（４４０）
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表３－４　賃金決定方程式の推定結果

戸 宇 ６ 戸’
ｏ

消費者物価 労働生産性 有効求人 ダミー 一次金属 定数項
倍率

Ｒ２／ＤＷ

の賃金

１Ｒ
１． １７２ ０． ４００ Ｏ． ０３５ 一０．６０９ Ｏ． ８２３

（６ ．５８） （１ ．７１） （１ ．３２） （一１ ．７１） ／２ ．０４

２＃ Ｏ． ９７１ ０． ７２３ １． ４０５ ０． ８９４

（１ ．７０） （９ ．３５） （２ ．７６） ／０ ．７８

３Ｒ Ｏ． ８４１ Ｏ． ４０７ ０． ０９９ 一０ ．２９５ Ｏ． ９５０

（１Ｏ ．６） （３ ．４４） （７ ．１６） （一１ ．９０） ／２ ．１０

４Ｒ
Ｏ． ９２２ ０． ６１９ Ｏ． ０６６ 一０．５７３ ０． ８４０

（５ ．７０） （１ ．２５） （３ ．７９） （一２ ．４９） ／１ ．９８

５Ｒ
０． ８２６ ０． １１６ ０． ０９３ ０． ０２３ ０． ８７９

（５ ．９１） （１ ．２５） （３ ．７８） （０ ．１２） ／１ ．３９

６Ｌ
１． ０３４ ０． １４７ Ｏ． ０５７ ０． ２０４ 一２ ．２１９ Ｏ． ９９６

（１０ ．４） （１ ．７４） （１ ．５８） （６ ．７５） （一１０．９） ／２ ．７１

７Ｒ
Ｏ． ６５６ Ｏ． １０５ ０． ０７３ 一〇 ．０２５ ０． ８０８

（４ ．７８） （０ ．５９） （３ ．３３） （一１ ．４０） ／１ ．５２

推定式　Ｌ　Ｌｎ（Ｗ（ｉ））＝・ 十戸Ｌｎ（ＣＰＩ（ｉ）一１ ）十糺ｎ（ＷＸ（ｉ））十６ＥＬＤＳ－１

　　　＃　Ｌｎ（Ｗ（ｉ））＝” 十宇Ｌｎ（ＷＸ（ｉ））十ｅ　ＬｎＷ（５）

　　　Ｒ　Ｗ（ｉ）／Ｗ（ｉ）一１＝０ ＋戸（ＣＰＩ（ｉ）／ＣＰＩ（ｉ）一）十宇（Ｗ（ｉ）／Ｗ（ｉ）一１ ）十６ＥＬＤＳ－１

　　　Ｗ（ｉ）＝ ＷＥＭ（ｉ）／ＥＭ（ｉ） ：一人当り雇用者所得

　　　ＷＸ（ｉ）＝ＤＧＮ（ｉ）／ＰＸ（ｉ）＊１００／ＥＭ（ｉ） ：労働生産性

　　　ＣＰＩ（ｉ） ：消費者物価指数　　ダミー： １９７３以降 ＝１　Ｏｔｈｅｒｓ＝０

　　　ＥＬＤＳ有効求人倍率

を及ぽしたのかもしれない。逆に，「８次報告」の労働生産性の係数推定値は ，

一次金属でＯ ．１６８，機械で０，３０５とな っており ，本モデルにおける労働生産性の

係数推定値の方が小さい 。

　モデルの現実妥当性のテスト及び構造については，稿を改めて検討すること

にしたい 。

　　１）モデルで使用する新Ｓ　ＮＡ統計の産業別財 ・サービスの需要 ・供給の関係は以

　　　下の表３－５で示される購入者価格べ一スで，各産業の国内産出額は運輸 ・マー

　　　ジン を含んでいる 。これに対して ，付加価値の分配面における国内産出額は生産

　　　者価格べ一スであるから，両者は コンバータで接続される 。また，民間住宅投資 ，

　　　民間設備投資は，固定資本彩成として財別 コソバータで転換される 。われわれの

　　　 モデルでは，産業連関を明示的には考慮しておらず，産出額に対する中間投入比

　　　率，産出額に対する中間需要比率は一定であると仮定している 。

（４４１）
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表３－５　財 ・サ ービスの需要供給（商品別）

（１）

産業別 消費支出 投資支出 海 外

財・ サー 中間需 家計消 政府消 対家計 民間住 公的固 民間設 民間在 輸出 輸 入
総需要

ビス 別 要 費 費 民　間 宅 定資本 備 庫
・総供

非営利 形成
給

使途別 産業別 産業別 商品別 商品別

雇用老所得

営業余剰

資本減耗

間接税

付加価値
（生産）

２）Ｆ　Ｇ　Ａｄａｍｓ　ａｎｄＳ　Ｓｈｌｓ１ｄｏ（１９８５）の日本経済モテルでは，設備投資関数の

　被説明変数がわれわれのモデルと同様に資本ストックの成長とな っている 。

３）計量委員会第７次報告（１９８４）（以下ｒ７次報告」と略記），及び第８次報告

　（１９８９）（以下「８次報告」と略記）では，雇用と資本ストックをべ一スとした生

　産関数から潜在生産か推定され，実質総生産と潜在生産との比率で稼働率が定義

　される。われわれのモデルの稼働率は ，

　　実質総生産額／今期期首の資本 ストック

　　　 ＝（実質総生産額／潜在生産）／（潜在生産／今期期首の資本ストック）

　となるから，潜在生産／今期期首の資本ストヅクが一定であれは，われわれのモ

　デルの稼働率と計量委員会の稼働率とは同方向の変動をすることになる 。

　　ただし，計量委員会報告は生産関数の推定を通じて技術進歩の効果をモテルに

　組み込んでいる 。われわれのモデルは生産関数を持たないため，技術進歩の効果

　を現在の段階では考慮していないが，直接投資の増加にともなう長期的な経済効

　果を考察するためには，今後の課題として技術進歩の効果を組み込んだ生産関数

　を推定する必要があると考える 。

４）　トービソのｑ変数を用いた日本における投資関数については，「８次報告」 ，あ

　るいは本間（１９８８）などで推計された方法をとらず，資本 コストをあらわす変数

　としてわれわれのモデルでは貸出金利を用いている 。

５）「７次報告」のこの関数型での資本 ストックは技術進歩を組み込んだ質の成長

　を考慮しているのに対して，われわれのモデルではこの点の考慮をしていない 。

６）「８次報告」とわれわれのモデルは被説明変数が異なるだけでなく ，説明変数

　としての稼働率及ぴ資本費用の定義か異なる 。稼働率変数の違いについては３）

　で述べた通りであるが，資本費用については「８次報告」では

　　　（固定資本減耗十貸出金利＊投資財デフレータ＊資本ストック）／生産量

　　　　　　　　　　　　　　　　（４４２）
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　であるのに対して ，われわれのモデルでは「７次報告」と同様に固定資本減耗を

　考慮していない 。

７）「８次報告」においては農林漁業，鉱業について需給変数をあらわす変数とし

　て ，在庫資本 ストック ・生産比率を用いている 。
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　　　　　　　　　　　　付表　国内経済部門の推定結果

　推定方法 ：単純最小２乗法

Ｒ２
は自由度修正済みの相関係数，ＤＷはダービンワトソン 比， ＲＨＯは コクレンオー

カット法による一次の自己相関係数

１．

最終需要ブ ロッ ク（実質国民総支出）

　（１）家計消費関数（漂本期間 ：１９６６－１９８６）

　　　　　ｃＰＨ＝６０３４９＋Ｏ１５２＊（ＹＤＨ／ｐＣＨ＊１００）十０７９８＊ＣＰＨ
＿１

　　　　　　　　（２．８６）　　（１ ．５０）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６ ．７０）

　　　　　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ．９９５　　ＤＷ：１ ．８８

　（２）民間住宅投資関数（漂本期間 ：１９６６－１９８６）

　　　　　Ｌｎ（ＩＨ）＝１ ，７０７＋Ｏ．４８７＊　１（ＹＤＨ／ｐＩＨ）／（ＹＤＨ
＿１

／ｐＩＨ
＿１

）１

　　　　　　　　　（２ ．７５）　（１ ．２２）

　　　　　　　　　 一〇．１７２＊Ｌｎ（ＩＲＬ）十〇．８５７＊Ｌｎ（ＩＨ
＿１ ）

　　　　　　　　　　（一１ ．３７）　　　　　　　　（１４ ．７９）

　　　　　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ．９３７　　ＤＷ＝１ ．６７

　（３）設備投資関数（漂本期間 ：１９６６－１９８６，５は１９６７－１９８６）

　　　１）農林漁業

　　　　　ＩＦ（１）／ＫＩＦ（１）＿１：Ｏ．Ｏ０５＊［ｌＢＳＰ（１）十ＤＰ（１）１／ｐＸ（１）／ＫＩＦ（１）＿１］／ＩＲＬ

　　　　　　　　　　　　　（４ ．４１）

　　　　　　　　　　　　　十〇．８３１＊ＩＦ（１）＿１ ／ＫＩＦ（１）＿２

　　　　　　　　　　　　　　（２２．６）

　　　　　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ．９３５　　ＤＷ：２，５５

　　　２）鉱　業

　　　　　ＩＦ（２）／ＫＩＦ（２）＿１＝一〇．３７３＋Ｏ．０７２＊ＨＢＳＰ（２）十ＤＰ（２）１／ｐＸ（２）／ＫＩＦ（２）

　　　　　　　　　　　　　（一６．４１）　（６ ．６０）

　　　　　　　　　　　　　 ＿１］／ＩＲＬ＋Ｏ．１９４＊ＩＦ（２）＿１ ／ＫＩＦ（２）＿２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１ ．５４）

　　　　　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ．８７８　　ＤＷ＝１ ，７６

　　　３）軽工業

　　　　　ＩＦ（３）／ＫＩＦ（３）＿１＝一〇．Ｏ０８＋Ｏ．Ｏ１５＊［ｌＢＳＰ（３）十ＤＰ（３）１／ｐＸ（３）１ＫＩＦ（３）

　　　　　　　　　　　　　（一１ ．０７）　（４ ．９７）

　　　　　　　　　　　　　 ＿１］／ＩＲＬ＋Ｏ．５６８＊ＩＦ（３）＿１／ＫＩＦ（３）＿２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６．０２）

　　　　　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ．９３４　　ＤＷ＝１ ．７７

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４４４）



　　　　　　　　　産業別日本経済マクロ 計量モデルの計測（稲葉 ・森川）　　　　　　７３

　　４）重工業（素材型１）

　　　　　ＩＦ（４）／ＫＩＦ（４）＿１＝一０ ，６１０＋０ ，０５４＊ＤＧＲ（４）／ＫＩＦ（４）＿１

　　　　　　　　　　　　　　　　（一４ ．５２）　（６ ．６７）

　　　　　　　　　　　　　　　　　十〇．１７０＊ＩＦ（４）＿１ ／ＫＩＦ（４）＿２－０，０２７＊ＤＭ（７２－７３）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１ ．３７）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一２ ．３２）

　　　　　　　　　　　　　　Ｒ２：Ｏ．９１１　　ＤＷ＝１ ，８６

　　５）重工業（素材型２）

　　　　　ＩＦ（５）１ＫＩＦ（５）＿１＝一０，０３２＋０，０９０＊ＤＧＲ（５）／ＫＩＦ（５）＿１

　　　　　　　　　　　　　　　　（一３ ．２４）　（５ ．５０）

　　　　　　　　　　　　　　　　　十〇．３２７＊ＩＦ（５）＿１ ／ＫＩＦ（５）＿２－Ｏ．０７９＊ＤＭ（７２－７３）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３．５１）　　　　　　　（一３ ．２２）

　　　　　　　　　　　　　　ＲＨＯ：０，６１７　　Ｒ２：Ｏ．８３１　　ＤＷ＝１ ，８５

　　６）重工業（加工型）

　　　　　ＩＦ（６）／ＫＩＦ（６）＿１＝０，０９８＊ＤＧＲ（６）／ＫＩＦ（６）＿１

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４ ．ＯＯ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　十０，３１５＊ＨＢＳＰ １（６）十ＤＰ（６）＿１１／ｐＸ（６）＿１１／ＫＩＦ（６）＿２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３．５７）

　　　　　　　　　　　　　　　　　十０，１６９＊ＩＦ（６）＿１ ／ＫＩＦ（６）＿２－Ｏ．１８２＊ＤＭ（７３－８６）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１ ．５８）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一３ ．７４）

　　　　　　　　　　　　　　Ｒ２：０，８９２　　ＤＷ＝Ｏ．９７

　　７）商　業

　　　　　ＩＦ（７）／ＫＩＦ（７）＿１＝一０．Ｏ０２

　　　　　　　　　　　　　　　　　（一０ ．１５）

　　　　　　　　　　　　　　　　　十０，０６５＊ＨＢＳＰ（７）十ＤＰ（７）１／ｐＸ（７）／ＫＩＦ（７）＿１】／ＩＲＬ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３ ．７１）

　　　　　　　　　　　　　　　　　十〇．６７８＊ＩＦ（７）＿１ ／ＫＩＦ（７）＿２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６ ．１８）

　　　　　　　　　　　　　　Ｒ２＝０，８４３　　ＤＷ：２ ．２５

（４）実質総輸出統計式（標本期間 ：１９７０－１９８６）

　　　　　ＲＥＣ＝１２，６３６＋１ ，００６＊（Ｅｘ１／ｐＥ１＊１００＋Ｅｘ２／ｐＥ＊１００＋Ｅｘ３／ｐＥ３＊１００

　　　　　　　　　（Ｏ．０２）　　（４７ ．５１）

　　　　　　　　　十ＥＸ４／ｐＥ４＊１００＋ＥＸ５１ｐＥ５＊１００＋ＥＸ６１ｐＥ６＊１００

　　　　　　　　　＋Ｅｘ７／ｐＥ＊１００＋Ｅｘ８／ｐＥ＊１００）

　　　　　　　　　　　　　　Ｒ２＝０，９９３　　ＤＷ＝０．９８

（４４５）
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（５）実質総輸入統計式（標本期間 ：１９７０－１９８６）

　　　　　ＲＭＣ＝一７０６９．７＋１ ，１８４＊（ＩＭ１／ｐＩＭ１＊１ＯＯ＋ＩＭ２／ｐＩＭ２＊１００

　　　　　　　　　（一３．５２）　　（２０ ．０８）

　　　　　　　　　十ＩＭ３／ｐＩＭ３＊１００＋ＩＭ４／ｐＩＭ４＊１００＋ＩＭ５／ｐＩＭ５＊１００

　　　　　　　　　＋ＩＭ６／ｐＩＭ６＊１００＋ＩＭ７／ｐＩＭ＊１ＯＯ＋ＩＭ８／ｐＩＭ＊１００）

　　　　　　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ．９６１　　ＤＷ＝１ ．２９

（６）実質総固定資本形成（民間 ・企業設備（個人企業を含む）統計式）（標本期間 ：

　　　１９６５－１９８６）

　　　　　ＩＦ＝１４５．６９＋１ ，０３８＊（ＩＦ１＋ＩＦ２＋ＩＦ３＋ＩＦ４＋ＩＦ５＋ＩＦ６＋ＩＦ７＋ＩＦ８）

　　　　　　　　（１ ．８２）　　（４２０ ．３０）

　　　　　　　　　　　　　Ｒ２＝１ ．ＯＯＯ　　ＤＷ＝Ｏ ．６１

（７）国民総支出の定義式

　　　　　ＲＧＮＥ＝ＣＰＨ＋ＣＰＮＨ＋ＣＧ＋ＩＦ＋ＩＨ＋ＩＧ＋ＲＪＰ＋ＲＪＧ＋ＲＥＣ

　　　　　　　　　　＋ＲＥＯ＿ＲＭＣ＿ＲＭ０

２　需要 ・供給ブ ロック

（１）財 ・サービスの需要（ｉ＝１～８）

　　　　　ＤＣ（１）＝ＲＤＣ（ １）＊ＤＧＮ（ １）十ＲＣＰＨ（ １）＊ＣＰＨＮ＋ＲＣＰＮＨＮ（ １）＊ＣＰＮＨＮ

　　　　　　　　　　＋ＲＣＧＮ（ｉ）＊ＣＧＮ＋ＲＪＮ（ｉ）＊ＪＮ＋ＲＩ（ｉ）＊（ＩＧＮ＋ＩＨＮ＋ＩＦＮ）

　　　　　　　　　　十ＥＸ（１）

（２）需要合計

　　　　　ＤＣＴ＝ＤＣ（１）十ＤＣ（２）十ＤＣ（３）十ＤＣ（４）十ＤＣ（５）十ＤＣ（６）十ＤＣ（７）

　　　　　　　　　十ＤＣ（８）

（３）統計上の不突合（ｉ＝１～８）

　　　　　ＥＰＣ（ｉ）＝ＲＥＰ（ｉ）＊ＤＣ（ｉ）

（４）産業別生産額（ｉ＝１～８）

　　　　　ＤＧＮ（ｉ）＝ＲＧＮ（ｉ）＊［ＤＣ（ｉ）十ＥＰＣ（ｉ）一１１ ．〇十ＲＩＭ（ｉ）１＊ＩＭ（ｉ）１

（５）資本 ストックの除却（ｉ＝１～８）

　　　　　ＲＫＰ（ １）＝ＴＫＰ（ １）＊ＫＩＦ（ １）

（６）粗資本 ストック（ｉ＝１～８）

　　　　　ＫＩＦ（ｉ）＝ＩＦ（ｉ）十ＫＩＦ（ｉ）＿１＿ＲＫＰ（ｉ）

（７）実質産出額の定義（ｉ：１～８）

　　　　　ＤＧＲ（ｉ）＝ＤＧＮ（ｉ）／ｐＸ（ｉ）＊１００

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４４６）
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（８）家計最終消費支出（名目）

　　　　　ＣＰＨＮ＝ＰＣＨ＊ＣＰＨ／１００＋ＣＰＨＮＪＲ－ＣＰＨＮＲＪ

（９）住宅投資額（名目）

　　　　　ＩＨＮ＝ＰＩＨ＊ＩＨ／１００

（１０）設備投資額（名目）

　　　　　ＩＦＮ＝ＰＩＰ＊ＩＦ／１００

３　価格ブ ロッ ク

（１）生産者価格指数（標本期間 ：１９６６－１９８６ ，３，４は１９６８－１９８６）

　　　１）　農林漁業

　　　　　Ｌｎ［ＰＸ（１）１１－ＶＵ（１）／ＤＧＲ（１）＊１００；１

　　　　　　　　　 ＝５５２３＋０６６１＊Ｌｎ（ＷＥＭ（１）／ＤＧＲ（１））

　　　　　　　　　　（７ ．１３）　（４２０ ．３０）

　　　　　　　　　　十０，３１２＊Ｌｎ（ＤＧＲ（１）／ＫＩＦ（１）＿１ ）十０，２５３＊ＤＭ（７３－８６）

　　　　　　　　　　　（３．４７）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６．５７）

　　　　　　　　　　　　Ｒ２＝０，９９１　　ＤＷ＝１ ，５３

　　　２）鉱　業

　　　　　Ｌｎ［ＰＸ（２）１１－ＶＵ（２）／ＤＧＲ（２）＊１００１１

　　　　　　　　　 ＝５３４４＋０１６７＊Ｌｎ（ｗＥＭ（２）／ＤＧＲ（２））

　　　　　　　　　　（２４ ．１）　（１ ．１５）

　　　　　　　　　　十〇．４９１＊Ｌｎ［（ＰＩＰ／１００）＊（ＩＲＬｌ１００）＊ＫＩＦ（２）＿１１／ＤＧＲ（２）１

　　　　　　　　　　　（５ ．２１）

　　　　　　　　　　十０，３０９＊Ｌｎ（ＤＧＲ（２）／ＫＩＦ（２）＿１ ）十０，２２５＊ＤＭ（７９－８６）

　　　　　　　　　　　（１ ．２０）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４ ．０６）

　　　　　　　　　　　　Ｒ２：Ｏ．９３３　　ＤＷ＝１ ，４７

　　　３）軽工業

　　　　　Ｌｎ［ＰＸ（３）１１－ＶＵ（３）／ＤＧＲ（３）＊１００１１＝十５，０７９

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４６ ．６）

　　　　　　　十１００４＊Ｌｎ（ｗＥＭ（３）／ＤＧＲ（３））十０２５５＊Ｌｎ（ＤＧＲ（３）一１ ／ＫＩＦ（３）一２）

　　　　　　　　（１１ ．８）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１ ．９３）

　　　　　　　　　　　　ＲＨＯ＝０，７５８　　Ｒ２＝Ｏ．９９５　　ＤＷ二１ ，５８

　　　４）重工業（素材型１）

　　　　　Ｌｎ［ＰＸ（４）１１－ｖＵ（４）１ＤＧＲ（４）＊１００１１

　　　　　　　　　 ＝５１４０＋０５６０＊Ｌｎ（ｗＥＭ（４）／ＤＧＲ（４））十０１６２

　　　　　　　　　　（１０．Ｏ）（１ ．８７）　　　　　　　　　　　　　（Ｏ．７７）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４４７）
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　　　　　　　　　　＊Ｌｎ［（ＰＩＰ
＿１

／１００）＊（ＩＲＬ
＿１

／１００）＊ＫＩＦ（４）＿２１／ＤＧＲ（４）＿１］

　　　　　　　　　　　　　ＲＨＯ＝Ｏ．５６４　　Ｒ２＝Ｏ．８５９　　ＤＷ＝１ ，７４

　　５）重工業（素材型２）

　　　　　Ｌｎ［Ｐｘ（５）１１－ｖＵ（５）／ＤＧＲ（５）＊１ＯＯＨ

　　　　　　　　　　＝５１２６＋０７０５＊Ｌｎ（ＷＥＭ（５）／ＤＧＲ（５））

　　　　　　　　　　　（９．９６）　（１ ．６２）

　　　　　　　　　　　十〇．１９５＊Ｌｎ［（ＰＩＰ／１ＯＯ）＊（ＩＲＬｌ１ＯＯ）＊ＫＩＦ（５）＿１ ／ＤＧＲ（５）］

　　　　　　　　　　　　（１ ．１８）

　　　　　　　　　　　十〇．３３５キＬｎ（ＤＧＲ（５）／ＫＩＦ（５）＿１ ））十〇．０９０＊ＤＭ（７９－８６）

　　　　　　　　　　　　（Ｏ．７２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１ ．４６）

　　　　　　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ．９１９　　ＤＷ＝１ ，０１

　　６）重工業（加工型）

　　　　　Ｌｎ［Ｐｘ（６）１１－ｖＵ（６）／ＤＧＲ（６）＊１ＯＯｌ１

　　　　　　　　　　＝４４９７＋０４８７＊Ｌｎ（ＷＥＭ（６）／ＤＧＲ（６））

　　　　　　　　　　　（５１ ．３）　（７ ．４０）

　　　　　　　　　　　十〇．１０７＊Ｌｎ［（ＰＩＰ／１００）＊（ＩＲＬ／１ＯＯ）＊ＫＩＦ（６）＿１／ＤＧＲ（６）１

　　　　　　　　　　　　（２．１６）

　　　　　　　　　　　十〇．２６０＊Ｌｎ（ＤＧＲ（６）／ＫＩＦ（６）＿１ ）一〇．０４５＊ＤＭ（７９－８６）

　　　　　　　　　　　　（３．３０）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一２ ．６９）

　　　　　　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ．９６６　　ＤＷ＝１ ，８２

　　７）商　業

　　　　　Ｌｎ［Ｐｘ（７）／１－ｖＵ（７）／ＤＧＲ（７）＊１００１］

　　　　　　　　　　＝５２１６＋０６４５＊Ｌｎ（ＷＥＭ（７）／ＤＧＲ（７））

　　　　　　　　　　　（６７．８）　（９ ．７１）

　　　　　　　　　　　十〇．１４７＊Ｌｎ［（ＰＩＰ／１ＯＯ）＊（ＩＲＬ／１ＯＯ）＊ＫＩＦ（７）＿１ ／ＤＧＲ（７）１

　　　　　　　　　　　　（４ ．０９）

　　　　　　　　　　　十〇．１１９＊Ｌｎ（ＤＧＲ（７）／ＫＩＦ（７）＿１ ）十０，０２８＊ＤＭ（７９－８６）

　　　　　　　　　　　　（１ ．２９）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１ ．９９）

　　　　　　　　　　　　　　Ｒ２ Ｏ． ９９７　　ＤＷ＝２．２８

（２）輸出価格指数（標本期間 ：１９６５－１９８６）

　　１）農林漁業

　　　　　Ｌｎ（ＰＥ（１））＝Ｏ．６４５＋Ｏ．４７１＊Ｌｎ（ＰＸ（１））十〇．３８７＊Ｌｎ（ＰＥ（１）＿１ ）

　　　　　　　　　　　　（１ ．６８）（２．４２）　　　　（１ ．９９）

　　　　　　　　　　　　　Ｒ２：Ｏ．８１６　　ＤＷ＝１ ，６６

　　２）　鉱業 ：外生

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４４８）



　　　　　　　産業別日本経済マクロ 計量 モデルの計測（稲葉 ・森川）

３）　軽工業

　　Ｌｎ（ＰＥ（３））＝０２９９＋０４８２＊Ｌｎ（ＰＸ（３））十０４２１＊Ｌｎ（ＥＸＲ）

　　　　　　　　　　　（０ ．６１）　（７ ．５２）　　　　　　　　　　　　　（６ ．９５）

　　　　　　　　　　　十０，１５０＊ＤＭ（７３－８６）

　　　　　　　　　　　　（４ ．１９）

　　　　　　　　　　　　Ｒ２ Ｏ． ９５４　　ＤＷ＝１ ，９７

４）重工業（素材型１）

　　Ｌｎ（ＰＥ（４））：一２７１＋０６１６＊Ｌｎ（ＰＸ（４））十０８９９＊Ｌｎ（ＥＸＲ）

　　　　　　　　　　　（一２ ．６７）（７ ．３７）　　　　　　　　　　　（５ ．２２）

　　　　　　　　　　　十０，３１３＊ＤＭ（７３－８６）

　　　　　　　　　　　　（３ ．４７）

　　　　　　　　　　　　Ｒ２：０，９０９　　ＤＷ＝１ ，７４

５）重工業（素材型２）

　　Ｌｎ（ＰＥ（５））：一１４７７＋０９２６＊Ｌｎ（ＰＸ（５））十０３７２＊Ｌｎ（ＥＸＲ）

　　　　　　　　　　　（一１ ．２７）　（５ ．９６）　　　　　　　　　　　　　（２ ．５０）

　　　　　　　　　　　十０，０９６＊ＤＭ（７３－８６）

　　　　　　　　　　　　（１ ．１０）

　　　　　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ．８８３　　ＤＷ：１ ，４１

６）重工業（加工型）

　　Ｌｎ（ＰＥ（６））＝０５２９＋０８６５＊Ｌｎ（ＰＸ（６））十０１００＊Ｌｎ（ＥＸＲ）

　　　　　　　　　　　（Ｏ ．７５）　（５ ．２４）　　　　　　　　　　　（１ ．９２）

　　　　　　　　　　　　Ｒ２：０，９４５　　ＤＷ：１ ．０８

（３）消費物価指数（漂本期間 ：１９７１－１９８６）

（ＣＰＩ－ＣＰＩ ／ＣＰＩ １＝一〇．３６４＋１ ，０９５（ＰＣＰ－ＰＣＰ １）／ＰＣＰ
１

　　　　　　（一１ ．４７）　（３５ ．３）

Ｒ２ ０， ９８８　　ＤＷ＝０ ．９１

（４）家計最終消費支出デフレータ（漂本期間 ：１９７１－１９８６）

　　　　　Ｌｎ（ＰＣＨ）＝一０，２１３＋Ｏ．４６６＊Ｌｎ　ｌ（ＲＣＰＨ１＊ＰＸ１＋ＲＣＰＨ２＊ＰＸ２

　　　　　　　　　　　　（一２ ．６５）　（９ ．９９）

　　　　　　　　　　　　十ＲＣＰＨ３＊ＰＸ３＋ＲＣＰＨ４＊ＰＸ４＋ＲＣＰＨ５＊ＰＸ５

　　　　　　　　　　　　＋ＲＣＰＨ６＊ＰＸ６＋ＲＣＰＨ７＊Ｐｘ７）／（１－ＲＣＰＨ８）１

　　　　　　　　　　　　＋０，５９１＊Ｌｎ（ＰＣＨ
＿１ ）

　　　　　　　　　　　　　（１７ ．７）

　　　　　　　　　　　　　　Ｒ２＝０，９９８　　ＤＷ：１ ．４３

７７

（４４９）



７８　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３９巻 ・第４号）

（５）民問住宅投資デフレータ（標本期間 ：１９７１－１９８６）

　　　　　Ｌｎ（ＰＩＨ）：一１ ，４７６＋Ｏ．６６８＊Ｌｎ　ｌ（ＲＩ１＊ＰＸ１＋ＲＩ２＊ＰＸ２＋ＲＩ３＊ＰＸ３

　　　　　　　　　　（一１ ．５４）　（２ ．１７）

　　　　　　　　　　十ＲＩ４＊ＰＸ４＋ＲＩ５＊ＰＸ５＋ＲＩ６＊ＰＸ６＋ＲＩ７＊ＰＸ７）／（１－ＲＩ８）１

　　　　　　　　　　＋０，６５６＊Ｌｎ（ＰＩＨ
＿１ ）

　　　　　　　　　　　（５．８６）

　　　　　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ．９６８　　ＤＷ＝１ ．５３

（６）設備投資デ フレータ（標本期間 ：１９７１－１９８６）

　　　　　Ｌｎ（ＰＩＰ）＝一１ ，７２２＋１ ，０３１＊Ｌｎｌ（ＲＩ１＊ＰＸ１＋ＲＩ２＊ＰＸ２＋ＲＩ３＊ＰＸ３

　　　　　　　　　　（一５ ．１８）　（７ ．６３）

　　　　　　　　　　十ＲＩ４＊ＰＸ４＋ＲＩ５＊ＰＸ５＋ＲＩ６ホＰｘ６＋ＲＩ７＊Ｐｘ７）／（１－ＲＩ８）１

　　　　　　　　　　＋Ｏ．３４２＊Ｌｎ（ＰＩｐ １）

　　　　　　　　　　　（４ ．７４）

　　　　　　　　　　　　Ｒ２＝０，９８７　　ＤＷ＝１ ．３１

（７）総輸出価格デフレータ（標本期間 ：１９７１－１９８６）

　　　　　（ＰＥ－ＰＥ ＿１
）／ｐＥ ＿１：一２１８１＋１１４０＊（ＲＰＥＰＸ－ＲＰＥＰＸ

＿１
）／ＲＰＥＰＸ

＿１

　　　　　　　　　　　　　　　（一２ ．１７）　（９ ．７９）

　　　　　　　　　ＲＰＥＰＸ：（ＲＰＥ１＊ＰＸ１＋ＲＰＥ３＊ＰＸ３＋ＲＰＥ４＊ＰＸ４＊ＲＰＥ５＊ＰＸ５

　　　　　　　　　　　＋ＲＰＥ６＊ＰＸ６）１（１－ＲＰＥ２－ＲＰＥ７－ＲＰＥ８）ｌ

　　　　　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ．８６３　　ＤＷ＝１ ，９１

４　付加価値ブ ロック

（１）中間投入額（ｉ＝１～８）

　　　　　ＶＵ（ｉ）：ＲＶＵ（ｉ）＊ＤＧＮ（ｉ）

（２）一人当り雇用者所得（漂本期間 ：１９６６－１９８６）

　　　１）農林漁業

　　　　　Ｗ（１）／Ｗ（１）一１＝一〇．６０９＋１ ，１７２＊（ＣＰＩ（１）／ＣＰＩ（１）一１ ）

　　　　　　　　　　　　　（一１ ．７１）　（６ ．５８）

　　　　　　　　　　　　　十〇．４００＊（ＤＧＲ（１）／ＥＭ（１）１／１ＤＧＲ（１）＿１ ／ＥＭ（１）＿１ｌ

　　　　　　　　　　　　　　（１ ．７１）

　　　　　　　　　　　　　十〇０３５＊ＥＬＤＳ １

　　　　　　　　　　　　　　（１ ．３２）

　　　　　　　　　　　　Ｒ２ Ｏ． ８２３　　ＤＷ＝２ ，０４

　　　２）鉱　業

　　　　　Ｌｎ（ｗ（２））＝１ ，４０５＋０，９７１＊Ｌｎ（ｗｘ（２））十〇．７２３＊ＬｎｌＤＧＲ（２）／ＥＭ（２）；

　　　　　　　　　　　（２．７６）　（９ ．３５）　　　　　　　　　　　　（１ ．７０）

　　　　　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ．８９４　　ＤＷ＝Ｏ．７８

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４５０）



　　　　　　　産業別日本経済マクロ 計量モデルの計測（稲葉 ・森川）　　　　　　７９

３）軽工業

　　　Ｗ（３）／ｗ（３）一１：一０，２９５＋Ｏ．８４１＊（ＣＰＩ（３）／ＣＰＩ（３）一１ ）
　　　　　　　　　　　　　（一１ ．９０）　（１０ ．６）

　　　　　　　　　　　　　十０・４０７＊ｌＤＧＲ（３）／ＥＭ（３）１／１ＤＧＲ（３）一／ＥＭ（３）＿１；

　　　　　　　　　　　　　　（７ ．１９）

　　　　　　　　　　　　　十００９９＊ＥＬＤＳ
１

　　　　　　　　　　　　　　（７ ．１９）

　　　　　　　　　　　　Ｒ２＝０，９５０　　ＤＷ＝２ ，１０

４）重工業（素材型１）

　　　ｗ（４）／ｗ（４）一１：一０，５７３＋０，９２２＊（ＣＰＩ（４）／ＣＰＩ（４）一１ ）
　　　　　　　　　　　　　（一２ ．４９）　（５ ．７０）

　　　　　　　　　　　　　十〇・６１９＊ｌＤＧＲ（４）／ＥＭ（４）川ＤＧＲ（４）＿１／ＥＭ（４）…

　　　　　　　　　　　　　　（１ ．２５）

　　　　　　　　　　　　　十００６６＊ＥＬＤＳ一

　　　　　　　　　　　　　　（３ ．７９）

　　　　　　　　　　　　Ｒ２：Ｏ．８４０　　ＤＷ：１ ，９８

５）重工業（素材型２）

　　　Ｗ（５）／Ｗ（５）一１＝０，０２３＋Ｏ．８２６＊（ＣＰＩ（５）／ＣＰＩ（５）一１ ）
　　　　　　　　　　　　　（Ｏ ．１２）　（５ ．９１）

　　　　　　　　　　　　　十〇・１１６＊ｌＤＧＲ（５）１ＥＭ（５）川ＤＧＲ（５）＿１／ＥＭ（５）一１

　　　　　　　　　　　　　　（１ ．２５）

　　　　　　　　　　　　　十０，０９３＊ＥＬＤＳ
１

　　　　　　　　　　　　　　（３ ．７８）

　　　　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ．８７９　　ＤＷ：１ ，３９

６）重工業（加工型）

　　Ｌｎ（Ｗ（６））＝一２ ，２１９＋１ ，０３４＊Ｌｎ（ＣＰＩ（６）＿１ ）

　　　　　　　　　　（一１０ ．９）　（１０ ．４）

　　　　　　　　　　十０１４７＊Ｌｎ　ｌＤＧＲ（６）／ＥＭ（６）１＋００５７＊ＥＬＤＳ
１

　　　　　　　　　　　（１．７４）　　　　　　　（１ ．５８）

　　　　　　　　　　十０，２０４＊ＤＭ（７３－８６）

　　　　　　　　　　　（Ｐ ・７５）

　　　　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ．９９６　　ＤＷ＝２ ，７１

７）商　業

　　Ｗ（７）／Ｗ（７）一１：一０，０２５＋０ ，６５６＊（ＣＰＩ（７）１ＣＰＩ（７）一）

　　　　　　　　　　　　（一１ ．４０）　（４ ．７８）

　　　　　　　　　　　　十０・１０５＊ｌＤＧＲ（７）／ＥＭ（７）１／１ＤＧＲ（７）一／ＥＭ（７）＿１ｌ

　　　　　　　　　　　　　　（０ ．５９）

　　　　　　　　　　　　十００７３＊ＥＬＤＳ
１

　　　　　　　　　　　　　　（３ ．３３）

　　　　　　　　　　　Ｒ２＝０，８０８　　ＤＷ＝１ ．５２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４５１）



８０　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３９巻 ・第４号）

　（３）雇用老所得（ｉ＝１～８）

　　　　　ＷＥＭ（１）＝ＥＭ（ １）＊Ｗ（ １）

　（４）雇用者所得総額

　　　　　ＷＥＭ＝ＷＥＭ１＋ＷＥＭ２＋ＷＥＭ３＋ＷＥＭ４＋ＷＥＭ５＋ＷＥＭ６＋ＷＥＭ７

　　　　　　　　　＋ＷＥＭ８

（４）固定資本減耗（漂本期間 ：１９６５－１９８６）

　　　１）農林漁業

　　　　　ＤＰ（１）＝２８７．８０＋Ｏ．０２６＊（ＰＩＰ／１ＯＯ）＊ＫＩＦ（１）一１

　　　　　　　　　（１１ ．８４）（４７ ．６８）

　　　　　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ．９９１　　ＤＷ＝１ ，２４

　　　２）鉱　業

　　　　　ＤＰ（２）：７４．２９＋０，０９５＊（ＰＩＰ／１ＯＯ）＊ＫＩＦ（２）＿１

　　　　　　　　　（３ ．１７）　（６ ．１Ｏ）

　　　　　　　　　　　　Ｒ２＝０，６３３　　ＤＷ：Ｏ ．９２

　　　３）軽工業

　　　　　ＤＰ（３）＝２９４．４０＋Ｏ．０５６＊（ＰＩＰ／１００）＊ＫＩＦ（３）＿１

　　　　　　　　　（７ ．２７）　　（４９ ．７６）

　　　　　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ．９９２　　ＤＷ＝Ｏ．４６

　　　４）重工業（素材型１）

　　　　　ＤＰ（４）＝１９２．１０＋Ｏ．０５７＊（ＰＩＰ／１ＯＯ）＊ＫＩＦ（４）一１

　　　　　　　　　（４ ．５９）　　（２３ ．８１）

　　　　　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ．９６４　　ＤＷ＝Ｏ．５３

　　　５）重工業（素材型２）

　　　　　ＤＰ（５）：１９０．６７＋Ｏ．０５６＊（ＰＩＰ／１ＯＯ）＊ＫＩＦ（５）一１

　　　　　　　　　（４．１１）（２９ ．４５）

　　　　　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ．９７６　　ＤＷ＝Ｏ ．５９

　　　６）重工業（加工型）

　　　　　ＤＰ（６）＝一３５．７５＋Ｏ．０９３＊（ＰＩＰ／１ＯＯ）＊ＫＩＦ（６）一１

　　　　　　　　　（一〇．３２）（２５ ．４３）

　　　　　　　　　　　　Ｒ２：Ｏ．９６８　　ＤＷ＝Ｏ ．１９

　　　７）商　業

　　　　　ＤＰ（７）＝１３９．７９＋Ｏ．０５６＊（ＰＩＰ／１ＯＯ）＊ＫＩＦ（７）一１

　　　　　　　　　（３ ．３６）　　（４０ ．５６）

　　　　　　　　　　　　Ｒ２：０，９８７　　ＤＷ：１ ．０１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４５２）



　　　　　　　　産業別日本経済マクロ 計量モデルの計測（稲葉 ・森川）　　　　　　８１

（５）営業余剰（ １＝１～８）

　　　　　ＢＳＰ（ １）：ＤＧＮ（ １）＿ＶＵ（ １）＿ＤＰ（ １）＿ＸＩＴ（ １）＿ ＷＥＭ（ １）

（６）家計可処分所得

　　　　　ＹＤＨ＝ＷＥＭ＋ＢＳＰＰ－ＴＨ＋ＮＰＩＨ＋ＳＳＢ

５　労働ブ ロッ ク

（１）就業者（漂本期間 ：１９６６－１９８６）

　　　１）農林漁業

　　　　　ｘＬ（１）／ＫＩＦ（１）＿１：一０ ．Ｏ０２＋Ｏ ．０２６＊ＤＧＲ（１）／ＫＩＦ（１）＿１

　　　　　　　　　　　　　　（一１ ．３０）　（２ ．７３）

　　　　　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ．９０４　　ＤＷ：２ ，４０

　　　２）鉱　業

　　　　　ｘＬ（２）／ＫＩＦ（２）＿１＝Ｏ．Ｏ００４＋Ｏ．００２＊ＤＧＲ（２）／ＫＩＦ（２）＿１

　　　　　　　　　　　　　　（０ ．２９）　　（１ ．０７）

　　　　　　　　　一〇．００３＊Ｗ（２）一１ ／ｐＸ（２）一１＋０ ，７２４＊ＸＬ（２）一１ ／ＫＩＦ（２）一２

　　　　　　　　　　（一０．８２）　　　　　　（７ ．９６）

　　　　　　　　　　　　Ｒ２：Ｏ．９６４　　ＤＷ＝２ ，１９

　　３）軽工業
　　　　　ＸＬ（３）／ＫＩＦ（３）＿１＝０，００４＋Ｏ．００５＊ＤＧＲ（３）／ＫＩＦ（３）＿１

　　　　　　　　　　　　　　（１ ．７３）　（４ ．７７）

　　　　　　　　　 一〇．０２０＊Ｗ（３）／ｐｘ（３）十０，４０８＊ＸＬ（３）一１ ／ＫＩＦ（３）一２

　　　　　　　　　　（一３．３２）　　　　（７ ．５７）

　　　　　　　　　　　　Ｒ２＝０，９９７　　ＤＷ＝２ ，５２

　　４）重工業（素材型１）

　　　　　ＸＬ（４）／ＫＩＦ（４）＿１＝一０．ＯＯＯ０２＋０ ，００１＊ＤＧＲ（４）／ＫＩＦ（４）＿１

　　　　　　　　　　　　　　（一〇．０６）　　　（２ ．１５）

　　　　　　　　　一０，００１＊Ｗ（４）／ｐＸ（４）十〇．６０３＊ＸＬ（４）一１ ／ＫＩＦ（４）一２

　　　　　　　　　　（一１．２１）　　　　（６．３１）

　　　　　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ．９８７　　ＤＷ＝１ ，２７

　　５）重工業（素材型２）

　　　　ｘＬ（５）／ＫＩＦ（５）一 ＝一０．ＯＯＯ０５＋０，００１＊ＤＧＲ（５）／ＫＩＦ（５）＿１

　　　　　　　　　　　　　　（一〇．０８）　　（４ ．６３）

　　　　　　　　　一０．Ｏ０１＊Ｗ（５）／ｐＸ（５）十０ ，６５３＊ＸＬ（５）一１ ／ＫＩＦ（５）一２

　　　　　　　　　　（一〇．６９）　　　　　　　　　　　（２５ ．７）

　　　　　　　　　十〇．ＯＯ０３＊ＤＭ（７３－７４）

　　　　　　　　　　（２ ．６８）

　　　　　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ．９９８　　ＤＷ＝Ｏ．７７

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４５３）



８２　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３９巻 ・第４号）

　　６）重工業（加工型）

　　　　ＸＬ（６）／ＫＩＦ（６）＿１＝Ｏ．Ｏ０５＋Ｏ．Ｏ０４＊ＤＧＲ（６）／ＫＩＦ（６）＿１

　　　　　　　　　　　　　（２．３６）　（４ ．８４）

　　　　　　　　　　　　　 一０，０２３＊ｗ（６）／ｐｘ（６）十〇．５５０＊ｘＬ（６）一１／ＫＩＦ（６）一２

　　　　　　　　　　　　　　（一４．９８）　　　　　　　　　　　　（８ ．９３）

　　　　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ．９９３　　ＤＷ：１ ，９４

　　７）商　業

　　　　ＸＬ（７）／ＫＩＦ（７）＿１：Ｏ．Ｏ１４＋Ｏ．Ｏ０７＊ＤＧＲ（７）／ＫＩＦ（７）＿１

　　　　　　　　　　　　　（４ ．３３）　（４ ．１１）

　　　　　　　　　　　　　一〇．０５１＊Ｗ（７）／ｐＸ（７）十〇．５５４＊ＸＬ（７）一１ ／ＫＩＦ（７）＿２

　　　　　　　　　　　　　　（一４．５５）　　　　　　　　　　　（９ ．４３）

　　　　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ．９９９　　ＤＷ＝１ ．２４

（２）雇用者（ｉ＝１～８）

　　　　ＥＭ（ｉ）＝ＸＬ（ｉ）＿ＸＬＰ（ｉ）

（３）就業者合計

　　　　ＸＬ＝ＸＬ（１）十ＸＬ（２）十ＸＬ（３）十ＸＬ（４）十ＸＬ（５）十ＸＬ（６）十ＸＬ（７）十ＸＬ（８）

（４）失業率

　　　　ＵＰ＝（ＬＳ－ＸＬ）／ＬＳ＊１００

（５）有効求人倍率

　　　　ＥＬＤＳ＝Ｏ０３４＋０９７８＊（１／ＵＰ）十０２６２＊ＥＬＤＳ １＋０６７０＊ＤＭ（７３）

　　　　　　　　 （６

．４０）（

ら．

４９） 　　 （２ ．５８） 　　 （５ ．６１）

　　　　　　　　　　　Ｒ２＝０，８８７　　ＤＷ＝１ ．５７

変　数　名　表

内　外
内生変数 ｎ

外生変数９
変　　数　　名

　　　　データ単　位
　　　　の出所

ＢＳＰ（ｉ）

ＢＳＰ（８）

ＢＳＰＰ

ＣＧ

ＣＧＮ

ＣＰ

ＣＰＨ

ｎ

９

９

９

９

ｎ

ｎ

営業余剰（１＝１～７）

営業余剰　　その他

営業余剰（個人業種）

政府最終消費支出（１９８０年基準）

政府最終消費支出

民間最終消費支出（１９８０年基準）

家計最終消費支出（１９８０年基準）

　　　　　　　　（４５４）

１０億円

１０億円

１０億円

１０億円

１０億、円

１０億、円

１０億、円

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）



ＣＰＩ

ＣＰＨＮ

ＣＰＨＮＪＲ

ＣＰＨＮＲＪ

ＣＰＮＨ

ＣＰＮＨＮ

ＤＣ（ｉ）

ＤＣ（８）

ＤＣＴ

ＤＧＮ（ｉ）

ＤＧＮ（８）

ＤＧＲ（ｉ）

ＤＧＲ（８）

ＤＭ（ｉ－ｊ）

ＤＰ（ｉ）

ＤＰ（８）

ＥＬＤＳ

ＥＭ（ｉ）

ＥＭ（８）

ＥＰＣ（ｉ）

ＥＰＣ（８）

ＥＸ（ｉ）

ＥＸ（８）

ＥＸＲ

ＩＦ（ｉ）

ＩＦ（８）

ＩＦ

ＩＦＮ

ＩＧ

ＩＧＮ

ＩＨ

ＩＨＮ

産業別日本経済マクロ 計量モデルの計測（稲葉 ・森川）

ｎ　消費者物価指数（１９８０年基準）

ｎ　家計最終消費支出　　　　　　　　　　　　　　１０億円

９　居住者家計の海外での直接購入　　　　　　　　１０億円

９　非居住者家計の国内での直接購入　　　　　　　１０億円

９　対家計民間非営利団体最終消費支出　　　　　　１０億円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１９８０年基準）

９　対家計民間非営利団体最終消費支出　　　　　　１０億円

ｎ　商品別需要（ｉ＝１～７）　　　　　　　　　　　　１Ｏ億円

９　商品別需要　　その他　　　　　　　　　　　　１０億円

ｎ　財 ・サ ービスの総需要　　　　　　　　　　　　１０億円

ｎ　産出額（ｉ＝１～７）　　　　　　　　　　　　　１０億円

９　産出額　　その他　　　　　　　　　　　　　１０億円

ｎ　実質産出額（ｉ＝１～７）（１９８０年基準）　　　　　１０億円

９　実質産出額　　その他（１９８０年基準）　　　　　１０億円

９　ダミー 変数（ｉ年一ｊ年：１　その他０）

ｎ　固定資本減耗（ｉ＝１～７）　　　　　　　　　　　１０億円

９　固定資本減耗　　その他　　　　　　　　　　　１０億円

ｎ　有効求人倍率

ｎ　雇用者数（ｉ＝１～７）　　　　　　　　　　　　１万人

９　雇用者数　　その他　　　　　　　　　　　　　１万人

ｎ　統計上の不突合（ｉ＝１～７）　　　　　　　　　　１０億円

９　統計上の不突合　　その他　　　　　　　　　　１０億円

ｎ　輸出額（ｉ＝１～７）ＦＯＢ価格　　　　　　　　　１０億円

ｇ　輸出額　　その他ＦＯＢ価格　　　　　　　　　１０億円

９　為替 レート（１９８０＝１００）

ｎ　新設投資額（ｉ＝１～７）（１９８０年基準）進捗べ一ス１０億円

９　新設投資額　　その他（１９８０年基準）進捗べ一ス１０億円

ｎ　総固定資本形成（企業設備）（１９８０年基準）　　　１０億円

ｎ　総固定資本形成（企業設備）　　　　　　　　　１０億円

９　総固定資本形成（公的）（１９８０年基準）　　　　　１０億円

９　総固定資本形成（公的）　　　　　　　　　　　１０億円

ｎ　総固定資本形成（民間庄宅）（１９８０年基準）　　　１０億円

ｎ　総固定資本形成（民間庄宅）　　　　　　　　　１０億円

８３

Ｐ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｎ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｉ）

Ｋ）

Ｋ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

（４５５）



　８４

ＩＭ（ｉ）

ＩＭ（８）

ＩＲＬ

ＪＮ

ＫＩＦ（ｉ）

ＫＩＦ（８）　　 ；

ＬＳ

ＮＰＩＨ

ＰＣＨ

ＰＥ

ＰＥ（ｉ）

ＰＧＮＥ

ＰＩＨ

ＰＩＭ

ＰＩＭ（ｉ）

ＰＩＰ

ＰＸ（ｉ）　　　 ；

ＰＸ（８）　　 ；

ＲＣＧＮ　　　；

ＲＣＰＨ（ １）　　
，

ＲＣＰＮＨＮ（ｉ） ；

ＲＤＣ（ｉ）

ＲＥＣ

ＲＥＯ

ＲＥＰ（ｉ）

ＲＧＮ（ｉ）

ＲＧＮＥ

ＲＩ（ｉ）

ＲＪＧ

ｎ

９

９

９

ｎ

９

９

９

ｎ

ｎ

ｎ

ｎ

ｎ

９

９

ｎ

ｎ

９

９

９

９

９

ｎ

ｎ

９

９

ｎ

９

９

　　　立命館経済学（第３９巻 ・第４号）

輸入額（ｉ＝１～７）　　ＣＩＦ価格

輸入額　　その他　　ＣＩＦ価格

全国銀行貸出約定平均金利

在庫品の増加

資本 ストック（ｉ＝１～７）（１９８０年基準）

　　　　　　　　　　　　　　　　進捗べ一ス

資本 ストック　　その他（１９８０年基準）

　　　　　　　　　　　　　　　　進捗べ一ス

労働力人口

財産所得（受取一支払）

家計最終消費支出デ フレーター（１９８０年 ＝１００）

輸出価指数（総平均）円べ 一ス 指数
　　　　　　　　　　　　　　　（１９８０年 ＝１ＯＯ）

輸出価格指数（日本）（ｉ：１，３～６）（１９８０年 ＝１００）

国民総支出デフレーター（１９８０年 ＝１ＯＯ）

民問住宅総固定資本彩成デ フレーター
　　　　　　　　　　　　　　　（１９８０年 ＝１００）

輸入物価指数（総平均）円べ 一ス指数
　　　　　　　　　　　　　　　（１９８０年 ＝１００）

輸入価格指数（ｉ＝１～６）（１９８０年 ＝１００）

総固定資本形成（民間）
　　　　企業設備デ フレーター（１９８０年 ＝１００）

産出デ フレーター（ｉ：１～７）（１９８０年 ＝１ＯＯ）

産出デ フレーター　　その他（１９８０年 ＝１ＯＯ）

政府消費支出 コンパーター（ｉ＝１～７）

家計消費支出 コソバーター（ｉ＝１～８）

対家計民問非営利団体消費支出 コソハーター
　　　　　　　　　　　　　　　　　（ｉ＝１～８）

中間需要 コンバーター（ｉ＝１～７）

財貨 ・サ ービスの輸出（公表値）（１９８０年基準）

海外からの要素所得（１９８０年基準）

統計上の不突合 ・産出比率（ｉ＝１～７）

産出 コンバーター（ｉ＝１～７）

国民総支出（１９８０年基準）

国内総資本形成 コンバーター（ｉ＝１～８）

公的企業在庫品増加（１９８０年基準）

（４５６）

１０億円

１０億円

１０億円

１０億円

１０億円

１万人

１０億円

１０億円

１０億円

１０億円

１０億門

Ｓ）

Ｓ）

Ｎ）

Ｓ）

Ｋ）

Ｋ）

Ｎ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｐ）

Ｐ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｐ）

Ｐ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）



ＲＪＮ（ｉ）　　
，

ＲＪＰ　　　　 ，

ＲＭＣ

ＲＭＯ

ＲＰＥ（ １）

ＲＶＵ

ＳＳＢ

ＴＨ

ＴＫＰ（ １）

ＵＰ

ＶＵ（ｉ）

ＶＵ（８）

Ｗ（ｉ）

Ｗ（８）

ＷＥＭ（ １）

ＷＥＭ（８）

ＷＥＭ

ＸＩＴ（ｉ）

ＸＩＴ（８）

ＸＬ（ｉ）

ＸＬ（８）

ＸＬ

ＸＬＰ（ｉ）

ＹＤＨ

９

９

ｎ

９

９

９

９

９

９

ｎ

ｎ

ｇ

ｎ

ｇ

ｎ

ｇ

ｎ

９

９

ｎ

ｇ

ｎ

ｇ

ｎ

産業別日本経済マクロ 計量モデルの計測（稲葉 ・森川）

在庫品 コソバーター（公的 ・民間）（ｉ二１～７）

民間企業在庫品増加（１９８０年基準）

財貨 ・サ ービスの輸入（公表値）（１９８０年基準）

海外への要所所得（１９８０年基準）

輸出需用 コンバーター（ｉ＝１～８）

中問投入 コンパーター（ｉ＝１－７）

杜会保障等（受取一支払）

直接税

除却率（ｉ：１～７）

完全失業率

中間投入（ｉ＝１～７）

中間投入　　その他

一人当り雇用者所得（ｉ＝１～７）

一人当り雇用者所得　　その他

雇用者所得（ｉ：１～７）

雇用者所得　　その他

雇用者所得総額

間接税 一補助金（ｉ：１～７）

間接税一補助金　　その他

就業者数（ｉ；１～７）

就業者数　　その他

就業者総数

個人業種就業者

家計可処分所得

１０億円

１０億円

１０億円

１０億円

１０億円

　％

１０億円

１０億円

万円

万円

１０億円

１０億円

１０億円

１０億円

１０億円

１万人

１万人

１万人

１万人

１０億円

８５

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｎ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

Ｓ）

２）

データの出所 Ｓ） ：国民経済計算年報

Ｋ） ：民間企業総資本 ストック

Ｐ） ：物価指数年報

Ｎ） ：日銀経済統計年報

Ｉ　Ｉｎｔｅｒｎａｔ１ｏｎａ１Ｆｍａｎｃ１ａ１Ｓｔａｔ１ｓｔ１ｃｓ

（４５７）




